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石岡市まちかど情報センター指定管理業務仕様書 

 

指定管理者が行う業務の内容及びその範囲は、石岡市まちかど情報センター指定管理

者募集要項のほか、この仕様書による。 

ここに標準的な条件を記載しているので、これを踏まえ効果的・効率的な事業計画書、

収支予算書及びその他必要となる申請書類を作成すること。 

 

１ 施設の設置目的と管理運営の基本方針 

  石岡市まちかど情報センターは、地域住民の相互交流及び教養文化の向上を図り住

みよいまちづくりを推進するための拠点施設として設置された施設である。 

  石岡市まちかど情報センターを管理運営するにあたっては、次に掲げる事項に沿っ

て行うこと。 

①関係法令及び条例等の規則を遵守すること。 

②条例に定められた施設の目的に沿った管理運営を行うこと。 

③公の施設であることを常に念頭において施設の利用に関し公平性を確保すること。 

④利用者の意見・要望を管理運営に反映させること。 

⑤利用者に対するサービス向上を図り、利用者の増加及びそれに伴う利用料金収入の

増収を図る方策を常に検討すること。 

⑥効率的な施設の運営を行い、経費の削減に努めること。 

⑦各種トラブル等には迅速かつ適切に対応すること。 

⑧毎年度事業開始前には事業計画書を、事業終了後には事業報告書を提出すること。 

⑨管理を通じて取得した個人情報は、漏えい等の取り扱いに十分留意し、その適切な

管理のために必要な措置を講ずること。 

⑩指定期間の満了又は指定管理者の指定取消し等に伴う業務の引継は、適正かつ十分

に行うこと。 

⑪収支を黒字にすること。市は赤字になった場合でも補填しない。 

⑫地域住民や関係機関との良好な関係を維持すること。 

⑬管理業務を行うため、新たに職員を雇用する場合にあっては、現に当該管理業務を

行っている職員の採用に努めること。 

⑭業務範囲及び管理の基準等については、後述「８ 各業務の範囲及び基準」のとお

り。なお、業務の全部または施設管理運営上の権限(使用許可、利用料金収受等)を

第三者に委託し、また請け負わせることはできないものとする。 

⑮自主事業は施設の設置目的に沿って指定管理者が独自に企画し行う事業であり、市

民サービスの向上に効果的で、かつ効率的な自主事業の提案をすること。自主事業

の提案は、自主事業計画書により提出すること。提案された自主事業の内容は、協

議を行う場合がある。 
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２ 指定管理期間 

指定管理期間は令和８年４月１日から令和 10 年３月 31 日まで ２年間とする。 

 

 

３ 業務要求水準 

  市は、市民満足度の高い効率的・効果的な施設の管理運営を確保するために、指定 

管理者に次の業務要求水準を課するものとする。 

  なお、年間を通して行った実績により数値を把握するものとする。 

 

重要

項目 
評価項目 評価指標 要求水準 

 
年間利用者数の

確保 

石岡市まちかど情報センターの年間利用

者数 
20千人以上 

〇 自主事業の実施 年間の自主事業件数 90件以上 

 

 

４ 対象施設の概要 

建物 ア 構  造  鉄骨鉄筋コンクリート造 地上４階 

イ 規  模  １階部分延床面積 161.09 ㎡及びそれに付随する外部

部分 

ウ 建築時期  平成６年竣工 

エ 施設概要  情報発信エリア、インターネット体験コーナー、有料

コピー機、会議室（２室仕切り定員 24 名収容） 

        駐車場５台（臨時駐車場） 

        オ 備  品  別紙２のとおり 

 

 

５ 施設管理に関わる法令遵守 

指定管理者は、石岡市まちかど情報センターの管理にあたっては、本仕様書のほか、

次の各項に掲げる法令に基づかなければならない。 

（１） 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

（２） 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号） 

（３） 石岡市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年石岡市条

（１）名称 石岡市まちかど情報センター 

（２）所在地 石岡市国府三丁目１番 16 号 

（３）開館日 平成 12 年１月 14 日 

（４）施設の概要等  
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例第 13 号） 

（４） 消防法（昭和 23 年法律第 186 号） 

（５） 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）・労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57

号） 

（６）石岡市まちかど情報センター条例（平成 18 年石岡市条例第９号） 

（７）石岡市まちかど情報センター条例施行規則（平成 18 年規則第 47 号） 

 

 

６ 開館時間等 

 下記のとおり定める。但し、事業計画書の提案内容により、市長の承認を得て変更

できる。 

（１）開館時間 

午前 10 時から午後８時までとする。ただし、指定管理者は、必要があると認

めるときは、市長の承認を得てこれを変更することができる。 

（２）休館日 

木曜日（祝祭日を除く。）及び 12 月 28 日から翌年１月４日までとする。ただ

し、指定管理者は必要があると認められるときは、市長の承認を得て、臨時の開

館し、又は休館することができる。 

 

 

７ 管理責任者及び職員の配置 

（１）管理責任者の配置 

指定管理業務について総括的な責任を持ち、利用者や外部に対して石岡市まちか

ど情報センターを代表する常駐する管理責任者を１名置くものとする。 

（２）職員の配置 

①指定管理者が業務を行うため、法令等に基づく必要な資格を有する適正な職員を

配置するものとする。 

②各業務における責任体制を確立するものとする。 

③職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用

者の要望に応えられるものとする。 

④職員の資質を高めるため、研修を実施するとともに、施設の管理運営に必要な 

知識と技術の習得及び充実に努めるものとする。 

 

 

８ 各業務の範囲及び基準 

業務の全部又は施設管理運営上の権限(使用許可、利用料金収受等)を第三者に委託

し、また請け負わせることはできない。 
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（１）施設等の管理に関する業務 

①施設の使用許可等及び貸出等に関する業務 

（業務内容） 

・石岡市まちかど情報センター条例第８条に基づく使用の許可 

・石岡市まちかど情報センター条例第９条に基づく使用の制限 

・石岡市まちかど情報センター条例第９条に基づく使用の許可の取消 

 

（業務基準） 

・貸出施設等に関する事項 

貸出施設等は、情報発信エリア、インターネット体験コーナー、会議室及び付属施

設等とする。 

 

②使用料の徴収に関する業務 

（業務内容） 

・石岡市まちかど情報センター規則第５条に基づく実費の徴収 

（業務基準） 

・石岡市まちかど情報センター条例、石岡市まちかど情報センター規則、石岡市財務

規則及び指定管理者と締結する協定書によるものとする。 

 

③平等な利用の確保に関する業務 

（業務内容） 

・施設等の利用者の平等な利用を確保する。 

（業務基準） 

・公の施設として適正な管理運営を行う。 

・施設の予約・申込・受付・利用等の手続及び方法について平等性を確保する。 

 

④利用者の増加を図るための業務 

（業務内容） 

・利用者の増加を図る。 

（業務基準） 

・利用者の増加を図るために、広報誌・石岡市まちかど情報センターのホームページ

等の広報活動を計画的に実施する。 

・利用者の増加を図るために、地域、関係機関等との連携を図る。 

 

⑤サービスの向上を図るための業務 

（業務内容） 

・利用者に対するサービスの向上を図る。 

（業務基準） 

・施設等の使用に関する指導・助言を行う。 
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・利用者等の意見・意向を調査し、業務に反映する。 

・石岡市まちかど情報センターを有効活用するための業務を実施する。 

 

⑥行政財産の使用許可を受けている団体との事前協議及び管理運営 

 当該使用者との事前協議を通して、適切な管理運営を行うものとする。 

 

⑦消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）について 

・適格請求書（インボイス）の取り扱いに関すること 

指定管理者は、使用料又は利用料金を徴収した相手方からインボイスの交付を求め

られた場合は、インボイスを交付しなければならない。ただし、施設の特性等によ

り、インボイスの交付が必要ないと認められる場合は、この限りではない。 

・交付の方法について 

 消費税法に定めのある必要項目を網羅した任意の様式により、相手方からの求めに

応じ交付しなければならない。 

 ・発行後の処理について 

  使用料の施設は、発行したインボイスを市に提出しなければならない。 

  利用料金制を導入している施設は、指定管理者が自らインボイスを交付した日の属 

する課税期間の末日の翌日から２月を経過した日から７年間保管するものとする。 

 

（２）事業の実施運営に関する業務 

   まちかど情報センターの設置目的に沿った事業を実施する。 

   ①自主事業の企画及び実施 

   ②受託事業の実施 

   ③その他必要な事業 

 

（３）施設及び附属施設の維持管理に関する業務 

施設及び附属施設の効果的、効率的で適切な維持管理に努めるとともに、必要な

修繕、備品の確保に努めるものとする。なお、業務の実施に際しては、関係法令等

に基づき、必要な官公署の免許、許可、認可等を受けるものとする。 

（業務委託による場合は、再委託先が必ず関係法令等に基づき必要な免許等を有す

ることを確認すること。） 

 

区 分 項 目 

建築物に関する保守管理 管理施設全般に係る保守管理 

電気・空調・給排水・その他の設備に

関する保守管理 

消防設備・空調機 

備品の点検管理 事務関係備品等 

環境衛生維持管理業務 日常清掃・定期清掃等 
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外構施設保守管理 植栽全般・外灯・フェンス等外構施設全般・

駐車場施設等 

警備業務 日常警備・夜間警備・機械警備等 

ОＡ機器管理 保守管理等 

修繕の対応 軽微な修繕等 

その他施設管理に必要な保守管理 施設等全般 

 

 

（４）報告書の作成及び提出業務 

①事業報告書の作成及び提出 

毎年度終了後 30 日以内に、次に挙げる事項を記載した事業報告書を作成し、市に

提出する。 

・管理業務の実施状況及び施設の利用状況 

・使用料又は利用に係る料金の収入実績 

・管理に係る経費の収支状況等 

②指定施設の管理に係る事業計画書・収支予算書の作成及び提出 

・市の指定する期日までに事業計画書・収支予算書を作成し、市に提出する。 

③団体等の事業計画書及び収支予算書 

・市の指定する期日までに指定団体の収支予算書を作成し、市に提出する。 

④その他の報告書の作成及び提出 

・上記報告書の他、市長が必要と認める書類を作成し、市に提出する。 

 

（５）モニタリングの実施 

「石岡市指定管理者制度運用指針」に基づくモニタリングを実施する。 

 

（６）緊急時の対応 

地震、洪水、事故及びその他災害について対応している非常時の緊急マニュアル

を作成し、別途締結する協定において必要な措置を講じること。 

緊急連絡先などは対象施設内に常に配置して対応できるようにしておくこと。 

 

（７）守秘義務 

指定管理者が管理、運営を通じて取得した個人情報は、外部へ漏らし又は他の目的

に使用してはならない。また、指定期間が満了、若しくは指定が取り消された後も同

様とする。 

 

（８）適切な個人情報の取り扱い 

指定管理者は保護条例の規定に準拠し、管理運営を通じて取得した個人情報の取扱

に十分留意し、適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 
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（９）情報公開 

指定管理者は、管理運営に関して保有する情報の公開に努めなければならない。 

 

（１０）環境への配慮 

指定管理者業務の遂行に当たっては、環境の保全に関する法令等を遵守するととも

に、次のような環境への配慮に努めるものとする。 

①環境に配慮した商品等の購入を推進すること。 

②廃棄物の発生抑制に取り組むこと。 

③電気・ガス・ガソリン等のエネルギー使用量の節減及び水道水・用紙類等消耗品

使用料の節減の取組を推進すること。 

 

（１１）事前準備及び事務引継ぎ 

指定管理者の指定を受けた団体は、円滑に業務が行えるよう管理業務を開始する前

に、指定管理に係る事前準備を行うとともに、現在、業務を行っているものから必要

な引継を受けるものとする。 

指定管理者は、指定期間満了後若しくは指定取り消し等により指定が終了となる場

合には、次期管理者が支障なく業務を遂行できるよう、業務の引継ぎを行わなければ

ならない。 

 

 

９ 責任分担について 

指定管理者と石岡市の責任分担（リスク分担）の詳細については、別紙１を参照。

但し、定める事項について疑義が生じた場合又は定めの無い事項については、別途協

議し決定するものとする。 

（１）基本的考え方 

管理業務の適正かつ確実な実施を確保するため、当該リスクについて最適に対応

できる者が分担することにより、業務全体のリスク管理の効率化を図り、質の高い

サービスの提供を目指すものとする。 

（２）定義 

リスクとは、指定期間中に発生する可能性のある事故、需要の変動、天災、物価

の上昇等が顕在化した場合に管理業務に関わる支出又は収入に影響を受けるおそ

れがある事項等、協定締結時点において正確に予測し得ない事由によって損失（追

加的支出等）及び社会的責任が発生する可能性をいう。 

 

 

 

10 経費分担等について 

項 目 内 容 石岡 指定 
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市 管理者 

消耗品費 事務用消耗品、管理用消耗品  ○ 

印刷製本費 納付書兼領収書、その他利用申請書等の

施設の管理運営に必要となる書類 
 ○ 

電気料金   ○ 

ガス料金   ○ 

通信運搬費 電話代、切手代等  ○ 

損害保険 火災保険料 ○  

損害賠償保険料  〇 

施設の保守管理に係る業

務費 

指定管理業務として仕様書等で記載さ

れた業務 
 ○ 

施設管理人件費 管理人等  ○ 

施設の管理運営のために

必要な経費 

 
 ○ 

 

 

11 指定管理者に対する監督等 

市は、施設等の適正な管理を期すため、必要に応じ指定管理者に対して、当該業務

内容又は経理の状況に関して報告を求め、実地調査し、必要な指示をすることができ

る。 

 

 

12 指定管理料について 

（１）指定管理者の業務を実施するために必要な経費について、市は選定された指定管

理者が提示した額に基づき、予算の範囲内で支払う。ただし、支払いの時期や方法

等の細目的事項については、市と指定管理者が年度毎に協議を行い、協定を締結す

るものとする。 

（２）指定管理料には、人件費、事業費、事務費、光熱費等管理費、消費税などの管理

運営に係る経費が含まれており、収支計画書を基準として、施設管理費の額から利

用料収入見込額を差し引いた額が指定管理料の基礎となる。 

（３）年度協定において各年度の指定管理料を定め、締結する。 

 

 

13 損害賠償等 

指定管理者は、次に揚げる場合において、市に速やかに連絡し、遅滞なく事故報告

書を提出するとともに、指定管理者の責任のもと、その損害を賠償し、又は原状に復

するものとする。 
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（１）第三者に損害を及ぼした場合 

（２）石岡市まちかど情報センター及び付帯設備を損壊又は滅失した場合 

（３）その他管理に関して損害を発生した場合 

 

 

14 管理の継続が困難となった場合等における措置 

指定管理者は、管理の継続が困難となった場合又はその恐れが生じた場合は、速や

かに市に報告すること。 

市は、管理の継続が困難となった場合等おける措置として、次のとおり行うことと

する。 

（１）指定管理者の責めに帰すべき事由により管理が困難となった場合又はその恐れ

が生じた場合、市は指定管理者に対して改善勧告等の指示を行い、期間を定めて

改善策の提出及び実施を求めることができる。  

（２）指定管理者が倒産（解散）し、又は指定管理者の財務状況が著しく悪化し、指

定に基づく管理の継続が困難と認められる場合、市は指定管理者の指定を取り消

すことができる。 

（３）上記（１）又は（２）により指定管理者の指定が取り消され、又は業務停止とな

った場合、指定管理者は市に生じた損害を賠償しなければならない。 

 

 

15 公の施設の変更等について 

（１）施設の変更 

指定管理者は施設等を変更しようとするときは、あらかじめ市と協議し、市長の承

認を得なければならない。 

 

（２）原状回復義務 

①指定管理者の指定期間が満了したとき、又は指定を取り消されたときは、市の指

示するところにより、原状に回復し、又は損害を賠償するものとする。但し、市

長の承認を得たときは、この限りでない 

②指定管理者は、指定管理者の責めに帰すべき事由により、施設等を毀損、損傷又

は亡失したときは、市の指示するところにより、原状に回復し、又は損害を賠償

するものとする。 

 

（３）物品の帰属 

指定管理者が、管理運営費により購入した消耗品及び物品は、原則として市の所有

に属するものとする。 

 

16 その他必要事項 
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市と指定管理者は、業務を実施するうえで必要となる事項について協議を行い、こ

れに基づき指定期間全体の基本協定を締結するものとする。また、各事業年度の指定

管理業務の実施に係る年度協定を締結するものとする。 
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リスク分担表・経費分担表 

 

段

階 
種 別 種 類 内 容 

分 担 

石岡市 
指定 

管理者 

指

定

期

間

共

通 

経済 

物価の変動 物価の変動に伴う経費の増  ○ 

金利の変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

資金調達 運転資金等の確保によるもの  ○ 

制度 

税制 管理業務に直接影響を与える税制の変更によるもの ○  

一般的な税制の変更によるもの  ○ 

法令の変更 管理業務に直接影響を与える法令等の変更によるもの ○  

一般的な法令等の変更によるもの  ○ 

許認可の取得 管理業務の遂行に必要な許認可取得  ○ 

市の単独申請に関わる許認可取得 ○  

社会 

地域住民への対応 管理業務に関わる地域住民からの苦情又は要望に関す

るもの 
 ○ 

上記以外の地域住民からの苦情又は要望に関するもの ○  

環境の保全 管理業務の遂行に伴う環境への悪影響によるもの  ○ 

第三者への賠償 施設の構造上の瑕疵による損害 ○  

管理業務上の瑕疵による損害  ○ 

政治 

行政 

政治・行政的理由に

よる業務変更・停止 

政治・行政的理由に起因する業務の変更又は停止等によ

る経費増又は収入源 
○  

労災 労務災害 業務従事者の労務災害等  ○ 

再委託 
再委託による損害 管理業務の一部を再委託された第三者の責めに帰すべ

き事由により生じた損害 
 ○ 

不可 

抗力 

不可抗力 

（暴風、豪雨、洪水、地

震、落盤、火災、騒乱、

暴動その他の市又は指

定管理者のいずれの責

めにも帰すことのでき

ない自然的又は人為的

な現象） 

事前に対策不可能な不可抗力に伴う、施設・設備の修復

による経費の増加及び事業履行不能 協議事項 

事前に対策可能な不可抗力に伴う、施設・設備の修復に

よる経費の増加及び事業履行不能 
協議事項 

申

請 

・ 

協

定 

申請 

協定 

書類の誤り 市作成書類（募集要項及び業務仕様書等）の誤りによる

もの 
○  

指定管理者作成書類（申請書及び事業計画書等）の誤り

によるもの 
 ○ 

協定書の誤り 協定書の誤りによるもの 
協議事項 

準

備

行

為 

準備 

準備行為 管理業務の遂行に必要な人員の確保及び訓練・研修等の

実施、資金確保、その他の準備行為 
 ○ 

業務開始の遅延 市の責めに帰すべき遅延によるもの ○  

指定管理者の責めに帰すべき遅延によるもの  ○ 

別紙１ 
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段階 種別 種 類 内 容 

分 担 

石岡市 
指定 

管理者 

維持

管理

業務 

維持 

管理 

施設・設備改修 

（現状変更） 

安全上必要とされる改修（現状変更） ○  

サービス向上のための改修（現状変更）  ○ 

施設・設備・備品の 

損害（※） 

経年劣化によるもの（１万円以上） ○  

経年劣化によるもの（１万円未満）  ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（１

万円以上） 
○  

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（１

万円未満） 
 ○ 

施設の構造上の瑕疵による損害 ○  

管理業務上の瑕疵による損害  ○ 

保守点検 市の理由による業務内容、用途変更による点検費用の増大 ○  

指定管理者の責めによる点検費用の増大  ○ 

施設

運営

業務 

施設 

運営 

需要変動 不可抗力等による利用者の急激な減少 協議事項 

上記以外の事由による利用者の減少  ○ 

利用者への対応 管理業務に関わる利用者からの苦情又は要望に関するもの  ○ 

上記以外の利用者からの苦情又は要望に関するもの ○  

利用者の対応の不手際による事故、怪我、病状の悪化等  ○ 

徴収した使用料等の盗難、紛失  ○ 

資料等の損害 

（書物、申請書等） 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（１

万円以上） 
○  

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（１

万円未満） 
 ○ 

施設の構造上の瑕疵による損害 ○  

管理業務上の瑕疵による損害  ○ 

技術革新 OA 機器の革新による追加的支出  ○ 

協定締結時点で想定し得ない技術革新 ○  

セキュリティ 施設の構造上の瑕疵による情報漏洩、事故、犯罪等の発生 ○  

管理業務上の瑕疵による情報漏洩、事故、犯罪等の発生  ○ 

独自 

事業 

独自 

事業 

独自事業の実施 独自事業実施に伴い発生が想定されるリスク 

 ○ 

業務 

終了 

業務 

終了 

原状回復 指定期間の終了又は指定の取消しに伴う管理物権の原状回復

に伴うもの  ○ 

業務引継ぎ 指定期間の終了又は指定の取消しに伴う業務引継ぎ  ○ 

徴収 指定期間の終了又は指定の取消しに伴う徴収費用  ○ 
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備品一覧表 

 

種   類 数 量 備 考 

新聞掛け １台  

傘たて １台  

インフォメーションボード １台  

ファイリングキャビネット３段 １台  

クリアーケースキャビネット ２台  

カタログスタンド １台  

会議用テーブル（コーナー） ４台  

会議用テーブル ４台  

会議用イス ２４脚  

会議用イス用台車 １台  

ダイレクトプロジェクター １台  

プロジェクター台 １台  

ロビーチェアー（背もたれ） 1 脚  

事務用チェアー 2 脚  

リフレッシュチェアー １１脚  

ビデオデッキ １台  

DVD プレーヤー 1 台  

CS チューナー １台  

ビデオカメラ １台  

スライドプロジェクター 1 台  

ノートパソコン 1 台  

一体型デスクトップパソコン 1 台  

一体型デスクトップパソコン 1 台  

プリンタ 1 台  

ノートパソコン 1 台  

液晶モニター 1 台  

椅子 ３脚  

ノートパソコン 2 台  
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